
 

 

 

介護保険サービス利用者負担対策費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 介護保険サービス利用者負担対策費補助金は、低所得者の介護保険に係る利用者

負担を緩和し、介護保険サービスの利用促進を図るため、市町村が行う障害者ホーム

ヘルプサービス利用者に対する支援措置事業等に要する経費に対して、予算の範囲内

において交付するものであり、その交付に関しては、山梨県補助金等交付規則（昭和

３８年山梨県規則第２５号）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（補助対象） 

第２ この補助金は、次の事業を交付の対象とする。 

 １ 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業 

   平成１２年５月１日付け老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知の別添１

「障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業実施要綱」に基づき、

市町村が行う事業。 

 ２ 社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負

担額軽減制度事業 

   平成１２年５月１日付け老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知の別添２

「社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負

担額軽減制度事業実施要綱」に基づき、市町村が行う事業。 

 ３ 離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

      平成１２年５月１日付け老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知の別添３

「離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業実施要綱」に

基づき、市町村が行う事業。 

４ 中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業 

      平成１２年５月１日付け老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知の別添４

「中山間地域等の地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業実施要綱」に

基づき、市町村が行う事業。 

 

（交付基準） 

第３ この補助金の交付額は、別表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費

の実支出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除

した額とを比較して少ない方の額に、第４欄に定める補助率を乗じて得た額とする。 

ただし、別表の第１欄に定める区分ごとの額に１，０００円未満の端数が生じた場

合には、これを切り捨てるものとする。 

（交付条件） 

第４ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

 １ 事業に要する経費の区分間における費用の配分の変更（それぞれの配分額のいず  

れか低い方の額の１０％以内の変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受け

なければならない。 

 ２ 事業内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなけ

ればならない。 



 ３ 事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 

 ４ 事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、  

速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

 

 ５ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても  

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければ  

ならない。 

 ６ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式１による調

書を作成し、これを事業完了の翌年度から起算して５年間保管しておかなければな

らない。 

（交付申請） 

第５ この補助金の交付の申請は、別紙様式２による申請書に関係書類を添えて、別途 

定める日までに知事に提出して行うものとする。 

（変更交付申請） 

第６ この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して追加交付申 

請等を行う場合には、第５に定める申請手続きに従い、別途指示する日までに知事に 

提出して行うものとする。 

（補助金の交付） 

第７ この補助金の交付は、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めたときは、概 

算払いをすることができる。 

（実績報告） 

第８ この補助金の事業実績報告は、別紙様式３による事業実績報告書に関係書類を添 

えて、事業が完了した日から起算して１か月を経過した日、又は補助金等の交付を決 

定した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日まで（第４の（３）により事業 

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１か月以

内）に知事に提出するものとする。 

（その他） 

第９ 特別の事情により第３、第５、第６及び第８に定める算定方法、手続きによるこ 

とができない場合には、あらかじめ知事の承認を受けて、その定めるところによるも 

のとする。 

 

    附 則 

・ この要綱は、平成１２年４月１日から実施する。 

・ この要綱は、平成１７年１０月２７日から施行し、平成１７年１０月１日から適用  

する。 

・ この要綱は、平成１８年４月２８日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 

・ この要綱は、平成２２年１月２０日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 

・ この要綱は、平成２３年４月１９日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

・ この要綱は、平成２４年４月１６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。 

・ この要綱は、平成２８年５月２３日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

・ この要綱は、平成３０年７月２５日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

 

     



 

（別表） 

１ 区分 ２ 基 準 額 ３ 対 象 経 費 ４ 補助率 

 

障害者ホーム

ヘルプサービ

ス利用者に対

する支援措置

事業 

 

知事が必要と認めた額 

 

障害者ホームヘルプサービス

利用者に対する支援措置事業

に必要な賃金、旅費、需用費、

役務費、扶助費、使用料及び賃

借料 

 

    ３    

    ４ 

 

社会福祉法人

等による生計

困難者等に対

する介護保険

サービスに係

る利用者負担

額軽減制度事

業 

 

知事が必要と認めた額 

 

社会福祉法人等による生計困

難者等に対する介護保険サー

ビスに係る利用者負担額軽減

制度事業に必要な賃金、旅費、

需用費、役務費、扶助費、使用

料及び賃借料、負担金、補助金

及び交付金 

 

 

    ３    

    ４ 

 

離島等地域に

おける特別地

域加算に係る

利用者負担額

軽減措置事業 

 

 

 

知事が必要と認めた額 

 

 

 

 

 

 

 

離島等地域における特別地域

加算に係る利用者負担額軽減

措置事業に必要な賃金、旅費、

需用費、役務費、扶助費、使用

料及び賃借料、負担金、補助金

及び交付金 

 

 

    ３    

    ４ 

 

 

 

 

 

中山間地域等

の地域におけ

る加算に係る

利用者負担額

軽減措置事業 

 

知事が必要と認めた額 

 

 

中山間地域等の地域における

加算に係る利用者負担額軽減

措置事業に必要な賃金、旅費、

需用費、役務費、扶助費、使用

料及び賃借料、負担金、補助金

及び交付金 

 

 

    ３    

    ４ 

 

 


